
論文 鉄筋と短繊維補強コンクリートのひび割れ特性に関する基礎的検討 
 

竹山 忠臣*1・佐々木 亘*2・篠崎 裕生*3・内田 裕市*4 

 

要旨：本研究では，鉄筋と短繊維補強コンクリートを併用し，コンクリートの圧縮強度および引張軟化特性

を変化させた場合の鉄筋とコンクリートのひび割れ特性を検討した。その結果，圧縮強度と引張軟化特性を

変化させても，ひび割れ間隔は従来のコンクリート構造とほぼ同程度であった。また，鉄筋と短繊維補強コ

ンクリートを併用する場合も普通コンクリートと同様，ひび割れ面における鉄筋ひずみを把握することで，

ひび割れ幅を求めることができる。 
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1. はじめに 

 短繊維補強コンクリートは，古くから研究が実施され

ており，コンクリート中に短繊維を混入させる目的の一

つには，ひび割れ幅の抑制が挙げられる。国内で実用化

されている短繊維補強コンクリートの代表的な例として，

圧縮強度が 150N/mm2以上，鋼繊維を 2vol.%程度混入し

た超高強度繊維補強コンクリート 1)（以下，UFC と略記），

一般的なコンクリートと同程度の圧縮強度のコンクリー

トに鋼繊維を混入し，せん断耐力，変形性能の向上を期

待した，鋼繊維補強コンクリート 2)などが挙げられる。 

 コンクリート中に混入させた短繊維が効果を発揮する

のは，ひび割れ発生後である。一般に短繊維は，コンク

リート部材に引張力が作用し，ひび割れが発生した後に，

ひび割れ面を架橋することで，引張力を受け持つことが

できる。UFC3)であれば，引張軟化曲線の開口変位を等価

検長で除すことで，引張応力－開口変位関係から引張応

力－ひずみ関係にすることができるため，繊維の架橋効

果を考慮した部材耐力を引張軟化特性から算定すること

ができる。しかし，短繊維補強コンクリートは一部の限

定的な材料以外，使用状態でのひび割れの発生を許容さ

れていない。ひび割れ発生後の繊維の架橋効果を考慮し

た部材設計を行うことができれば，より経済的，合理的

な部材設計ができるものと考えられる。 

 本検討では，短繊維補強コンクリートのひび割れ発生

後の繊維の架橋効果として引張軟化特性 4)を考慮したコ

ンクリート部材の引張性能の評価を行うことを目的とし

た。そして本検討では，鉄筋と短繊維補強コンクリート

を併用した部材を対象とし，鉄筋と短繊維補強コンクリ

ートの両引き試験を行うことで，繊維の架橋効果および

ひび割れ特性を検討した。 

 

2. 実験概要 

2.1 試験体 

 図－1 に試験体を示す。1 辺が 120mm の正方形断面の

中心に D19 の異形鉄筋（竹節）を配置し，試験体の長さ

は 1500mm とした。鉄筋のかぶりは 50mm とした。D19

の鉄筋の両端にはD25のネジ節鉄筋をエンクローズド溶

接で接合した。鉄筋の材質はいずれも SD345 とした。ま

た，鉄筋応力を測定するために，鉄筋にひずみゲージ（ゲ

ージ長さ 5mm）を設置した。本検討では，鉄筋とコンク

リートの付着性能に与える影響を小さくするため，鉄筋

のひずみ計測位置は試験体中央の一箇所のみとした。異

形鉄筋の縦リブの黒皮を断面欠損が生じない程度に削り，

ひずみゲージを設置し，縦リブに沿わせてリード線を固
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図－1 試験体 
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表－2 配合表 

セメント
C

シリカ
フューム

SF

40-PL - -

40-A 0.5 39.3

40-B 1.0 78.5

80-PL - -

80-A 0.35 27.5

80-B 0.75 58.9

80-C 1.5 117.8

530

318 0 1315 530

122440.0 69.0 175 438 44

175

単位量(kg/m
3
)

水
W

結合材B
細骨材
(砕砂)

S

粗骨材
G

Gmax
15mm

短繊維
Fb

試験体名

W/B
(%)

※40-PL,A,B
はW/C

s/a
(%)

繊維
混入量

Vf
(vol.%)

70.555.0

 

定し，試験体端部の打設面から引出した。また，ひずみ

ゲージの防水対策として，ひずみゲージ接着後，防水テ

ープを薄く設置し，その上から 2 液混合型のエポキシ樹

脂を異形鉄筋の節とコンクリートの付着を阻害しないよ

うに塗付した。本検討では，試験体の側面（型枠面：図

－1 の断面図中，左右）に異形鉄筋の節が向くように配

置した。 

試験体の端部には，SCM435，M12 の全ネジボルトを

4 本埋込み，埋込み長さは 120mm とした。試験体端部の

割裂破壊を防止する目的で，エポキシ樹脂を用い，厚さ

2.3mm の鋼板を試験体の 4 面に接着した。ひずみゲージ

のリード線を引出すために，上面の鋼板には φ15mm の

穴を設けた。試験体数は，一水準で 2 体とした。 

2.2 試験パラメータ 

 本検討で実施した試験体一覧および試験パラメータを

表－1，図－2 に示す。本検討では，圧縮強度と引張軟化

特性をパラメータとし検討を行った。圧縮強度は，試験

時の目標圧縮強度を 40，80N/mm2の 2 水準，引張軟化特

性は，目標圧縮強度 40N/mm2 の水準の試験体を基準とし

て，A，B（A よりも B が引張軟化特性は優れている）

の 2 水準を設定した。目標圧縮強度 80N/mm2の試験体で

は，B 水準よりも引張軟化特性の優れた C 水準も採用し，

A，B，C の 3 水準とした。目標圧縮強度 40 と 80N/mm2

のプレーンコンクリート（PL）も採用した。 

 いずれも予備試験練りを実施し，A，B，C の水準は圧

縮強度が異なっても，それぞれで引張軟化特性は同程度

になるように繊維混入量を調整した。 

2.3 配合表 

 表－2 に本検討で使用した配合を示す。目標圧縮強度

40N/mm2のシリーズは，水セメント比を 55%，目標圧縮

強度 80N/mm2 のシリーズは，水結合材比を 40%とし，繊

維は外割で混入した。セメントは早強ポルトランドセメ

ント（密度 3.13g/cm3），細骨材は栃木県産砕砂（密度

表－1 試験体一覧 

引張軟化水準
繊維混入量

(vol.%)

40-PL PL(プレーン) -

40-A A 0.5

40-B B 1

80-PL PL(プレーン) -

80-A A 0.35

80-B B 0.75

80-C C 1.5

試験体名

試験パラメータ

目標
圧縮強度

(N/mm
2
)
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図－2 試験パラメータ 

 

 
写真－1 使用繊維 
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2.70g/cm3），粗骨材は栃木県産砕石 1505（密度 2.63g/cm3）

を用い，目標圧縮強度 80N/mm2のシリーズには，シリカ

フューム（密度 2.25g/cm3）を用いた。目標圧縮強度

40N/mm2のシリーズは打込み時のスランプと空気量の目

標値を 8.0cm，4.5%とし，高性能 AE 減水剤，AE 剤およ

び消泡剤の使用量により調整した。目標圧縮強度

80N/mm2 のシリーズは，打込み時の空気量の目標値を

3.5%とし，高性能 AE 減水剤，消泡剤の使用量により調

整した。 

 繊維は，繊維長 30mm，繊維径 0.62mm，アスペクト比

48，密度 7.85g/cm3，引張強度 1100N/mm2 で両端にフッ

ク加工が施された鋼繊維（写真－1）を使用した。 

2.4 養生方法 

 目標圧縮強度 40N/mm2の試験体は，打込み後，材齢 3

日まで湿布養生を行った後，脱枠を行い，実験室に静置

した。目標圧縮強度 80N/mm2 の試験体は，打込み完了後，

4 時間まで前置き養生を行った後に 15℃/hr で昇温し，

50℃56 時間の蒸気養生を行い，7.5℃/hr で降温した。蒸

気養生後，脱枠を行い，試験材齢まで実験室に静置した。 

2.5 事前ひび割れ導入 

 短繊維補強コンクリートの引張性能を検討する場合，

ひび割れ発生後の繊維の架橋効果を把握する必要がある。

鉄筋と短繊維補強コンクリートを併用した両引き試験を

行う場合，ひび割れ面における鉄筋の引張力，引張荷重

を計測することで，繊維の架橋力を検討することができ

る。試験の前に，ひび割れ発生位置を特定することがで

きないため，ひずみゲージを貼り付ける位置を増やすこ

とができれば，ひび割れがひずみゲージを設置した位置

に発生する確率が高くなるが，ひずみゲージを設置する

位置を増やすことは困難であり，また鉄筋とコンクリー

トの付着を低下させる可能性がある。このため，本検討

では，ひずみゲージを設置する位置は，試験体中央の 1

箇所のみとした。そこで，写真－2 に示すように，載荷

試験前に試験体の中央のひずみゲージを設置した位置に

丸鋼を介して割裂引張力を与えてひび割れを導入するこ

とで，ひび割れ面における鉄筋の引張力を求めた。 

 事前のひび割れ導入には，容量 1000kN の万能試験機

を用い，測定項目は，荷重，コンクリートひずみ，鉄筋

ひずみ，開口幅（ひび割れ幅）とした。ひび割れ導入後，

一度荷重を除荷し，鉄筋ひずみなどが安定して測定でき

る荷重（10kN 程度）まで再度加力した段階での値を両引

き試験でオフセットした。なお，ひび割れ導入後，残留

した鉄筋ひずみは 100～400μ 程度，ひび割れ幅は 0.005

～0.100mm（両面のパイ型変位計の平均で 0.05mm 以下）

程度であった。 

 ひび割れ導入後，ひび割れが開閉しないように，幅

38mm，厚さ 9mm，長さ 600mm の鋼板を試験体の両側面

（型枠面）に設置し，万力で挟み込んで固定し，載荷試

験まで静置した。 

 

2.6 両引き試験 

両引き試験に使用した試験装置を図－3 に示す。試験

体端部に埋め込んだ全ネジボルトを高ナットで延長し，

プレートを介し，φ23mm の PC 鋼棒とセンターホールジ

ャッキを用い，載荷した。吊り冶具と試験体の接する面

にはテフロンシートを 2 重で設置し，摩擦の影響を除外

した。図－3，4 に計測位置図を示す。計測項目は，荷重，

変位，鉄筋ひずみ，パイ型変位計による開口幅とした。

荷重の検出には容量 300kN のロードセルを用いた。変位

は，試験体端部より 150mm の位置に変位計を設置して

測定し，試験区間は1200mmとした。載荷側は容量50mm，

固定側は容量 25mm の高感度変位計を用いた。開口幅は，

検長 100mm，容量 5mm のパイ型変位計を試験体側面の

試験体軸方向に沿って千鳥に片面 9 台ずつ，計 18 箇所測

定した。 

 

3. 実験結果 

3.1 強度試験結果 

 表－3に強度試験結果，図－5に引張軟化曲線を示す。

ひび割れ発生強度は，割裂引張強度試験で供試体の端面

パイ型変位計

ひずみゲージ
(コンクリート)

 

写真－2 事前ひび割れ導入状況 
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に荷重方向と垂直になるようにひずみゲージを設置し，

計測値が不連続となったときの荷重から求めた 3)。引張

軟化曲線は，JCI 試験方法に 5)に準じ，100×100×400mm

の角柱供試体を用いた切欠きはりの 3 点曲げ載荷によっ

て得られた荷重－開口変位曲線を逆解析することで算出

した。40-PL，40-A，40-B の圧縮強度は，目標圧縮強度

40N/mm2 に対して 20N/mm2 程度上回る結果となったが，

3 水準の間で，圧縮強度はほぼ同程度であった。80-PL，

80-A，80-B，80-C の圧縮強度は，目標圧縮強度 80N/mm2

に対して，10N/mm2程度上回る結果となったが，ほぼ目

標値の範囲内の結果であった。ひび割れ発生強度は，い

ずれも若干のバラつきがあるが，4.00～5.50N/mm2 程度

であった。引張軟化特性は，40-A，40-B の引張軟化曲線

を比較すると，同一ひび割れ幅の時，引張応力は 2 倍程

度になっている。80-A，80-B，80-C の引張軟化曲線も同

様に，同一ひび割れ幅（0.3～0.5mm 程度）の時，引張応

力は 80-B は 80-A の 2 倍程度，80-C は 80-A の 3 倍程度

になっている。40 シリーズと 80 シリーズの目標引張軟

化特性の同一水準の A と B を比較すると，80 シリーズ

の方が，開口変位が 4mm までの曲げタフネス，同一ひ

び割れ幅の時の引張応力も若干低い結果となっている。

しかし，ひび割れ発生後の引張応力のピークを比較する

と，40-A と 80-A，40-B と 80-B の差は 0.5N/mm2以下で

あり，圧縮強度が異なっても，引張軟化特性は同程度に

なっていると言える。 

3.2 両引き試験結果 

 本研究で使用した D19 異形鉄筋（試験区間の鉄筋）の

力学特性は，鉄筋単体の引張試験から，降伏点が

389N/mm2，引張強度 573N/mm2，弾性係数 184kN/mm2，

試験体端部の D25 ネジ節鉄筋は 393N/mm2，引張強度

567N/mm2，弾性係数 191N/mm2であった。 

 図－6 に両引き試験で得られた荷重－変位関係，図－7

に両引き試験体 2 体の内 1 体の試験終了後の試験体側面

のひび割れ図を一例として示す。図－6 中には，鉄筋単

体の引張試験結果より得られた荷重－ひずみ関係の平均

曲線から試験区間 1200mm の変位として表わした結果を

示す。実験は，パイ型変位計で計測された開口幅が 4mm

を超える，もしくは新たなひび割れが発生しなくなり定

常状態になったと判断されるまで行った。図－7 では，

試験終了後，試験体を観察し，2.0mm 以上に拡幅してい

るひび割れを赤色で示してある。載荷開始後，いずれも

事前に導入した試験体中央のひび割れが拡幅し，新たな

ひび割れ発生した後は，中央のひび割れ，もしくはその

他のひび割れが拡幅した。40-PL と 80-PL は，鉄筋降伏

後も複数のひび割れが拡幅した。短繊維補強コンクリー

表－3 強度試験結果 

試験体名 

圧縮強度試験結果 割裂引張強度試験結果 曲げ試験結果 

圧縮強度 

(N/mm2) 

ヤング係数 

(kN/mm2) 

割裂引張強度 

(N/mm2) 

ひび割れ 

発生強度 

(N/mm2) 

曲げ強度 

(N/mm2) 

曲げタフネス 

Tcmod4 

(N・mm) 

40-PL 59.0  37.8  5.12  4.79  5.14  - 

40-A 65.6  37.3  - 3.89  6.21  1.91  

40-B 67.4  37.5  - 5.30  9.49  3.75  

80-PL 92.6  41.9  4.77  4.49  4.72  - 

80-A 91.7  41.6  - 4.98  5.46  1.63  

80-B 94.0  42.0  - 4.86  7.62  2.66  

80-C 94.9  44.2  - 5.74  12.99  4.69  
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b) 80 シリーズ 

図－5 引張軟化曲線 
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トの試験体は，鉄筋降伏後，鉄筋降伏前に発生したひび

割れの一本ないし数本のみが拡幅する傾向が見られた。

特に引張軟化特性が高くなるにつれて，この傾向は強く

見られた。40-PL と 80-PL の赤色に着色したひび割れと

短繊維補強コンクリートの試験体のひび割れを比較する

と，短繊維補強コンクリートの試験体はプレーンコンク

リートの赤色のひび割れとほぼ同じ位置にひび割れが発

生し，そのひび割れのごく近傍に複数のひび割れが発生

している。ひび割れが複数発生する傾向は，引張軟化特

性が高くなるにつれて強くなっているが，複数本のひび

割れを大きく 1 本のひび割れとしてまとめると，本検討

で実施した試験体のひび割れの発生位置に大きな差がな

いことが分かる。 

既往の研究 6)で，鉄筋とコンクリートの両引き試験を

行う場合，コンクリートの収縮による初期応力の影響が

大きいことが知られている。本検討では，事前に試験体

にひび割れを導入していることから，初期応力が部材性

能に与える影響を考慮できていない。40-PL，80-PL の 2

体の内の 1 体は，試験体の変位を測定している計測冶具

の位置にひび割れが発生し，荷重－変位関係が鉄筋単体

の同一変位の荷重よりも小さくなっているが，変位が

3mm 程度から荷重－変位曲線は鉄筋単体に漸近してい

る。40 シリーズは，鉄筋降伏前のテンションスティフニ

ングおよびひび割れ発生後の繊維の架橋効果に大きな差

は見られなかった。これは，変位を測定していた計測冶

具の位置にひび割れが生じたためである。80 シリーズは，

引張軟化特性が高くなるにつれて，鉄筋降伏前のテンシ

ョンスティフニングおよび繊維の架橋効果に差が見られ，

引張軟化特性が高くなるにつれて，同一変位における荷

重－変位関係の荷重が高くなった。鉄筋降伏後は，40 と

80 シリーズともに引張軟化特性の A，B，C の順に荷重

は高くなっている。ここで，圧縮強度が異なっても，引

張軟化特性が同じ水準であれば，最大荷重は同程度にな

っていることと，ひび割れ状況に大きな差がないことか

ら，本検討の範囲の短繊維補強コンクリートの圧縮強度

では，コンクリート部材の引張性能に与える影響は小さ

く，引張軟化特性に依存すると思われる。 

図－8 に試験体中央で測定されたひび割れ幅と鉄筋ひ

ずみの関係を示す。なお，図－7 に示したように，事前

に導入した試験体中央のひび割れの近傍に新たなひび割

れが発生している試験体もあるため，本検討における開

口幅（ひび割れ幅）は，検長 100mm 区間の変位であり，

1 本ないし複数本のひび割れを含んだ値である。図より，

鉄筋ひずみとひび割れ幅の関係には，線形的な関係があ

り，鉄筋ひずみに比例してひび割れ幅が増加している。

これは，引張軟化特性が異なっていても同様の傾向があ

ることが認められる。  

ここで，鉄筋コンクリート部材のひび割れ幅 7)は，式

(1)より求めることができる。 

 cslw      (1) 

 ここに，w：ひび割れ幅(mm)，l：ひび割れ間隔(mm)，

εs：鉄筋の平均ひずみ，εc：コンクリート表面における平

均ひずみ 

図－8 中には，ひび割れ間隔 l をかぶり c の 4 倍とし

てコンクリートのひずみを無視した場合の計算値を示す。

計算値と実験値はほぼ一致していることがわかる。既往

の研究 6)で，鉄筋とたわみ硬化型 8)の短繊維補強コンク

リートを併用した場合に，ひび割れ間隔に鉄筋の平均ひ
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b) 80 シリーズ 

図－6 両引き試験結果 
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図－7 ひび割れ図（試験終了後） 
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b) 80 シリーズ 

図－8 鉄筋ひずみとひび割れ幅の関係 

ずみを乗ずることで，平均ひび割れ幅を求めることがで

きるとの知見がある。本検討では，鉄筋と短繊維補強コ

ンクリートの併用構造を対象としているため，主にひず

み軟化型 8)の短繊維補強コンクリートを検討しているが，

ひずみ軟化型の短繊維補強コンクリートでも同様に，ひ

び割れ間隔に鉄筋ひずみを乗ずることで，ひび割れ幅を

求めることができると言える。また，本検討の範囲の短

繊維補強コンクリートでは，引張軟化特性がひび割れ間

隔に与える影響は小さく，従来のかぶりの 4 倍に依存す

ると思われる。 

本検討では，鉄筋と短繊維補強コンクリートの両引き

試験を行い，一軸引張応力下でひび割れ特性を検討した。

一方，曲げを受ける状態では，ひずみ軟化型の短繊維補

強コンクリート 9)でもひび割れが分散し，ひび割れ間隔

が小さくなる場合もあると思われるため，今後の課題と

したい。 

 

4. まとめ 

 本検討では，鉄筋と短繊維補強コンクリートの併用構

造を対象として，圧縮強度と引張軟化特性を変化させた

場合に，鉄筋とコンクリートのひび割れ特性を鉄筋と短

繊維補強コンクリートの両引き試験により検討した。本

検討で得られた知見を以下に示す。 

(1) 鉄筋とひずみ軟化型の短繊維補強コンクリートを

併用した場合，圧縮強度と引張軟化特性がひび割れ

間隔に与える影響は小さい。 

(2) 鉄筋と短繊維補強コンクリートを併用した場合も

普通コンクリートと同様，ひび割れ面における鉄筋

ひずみを把握することができれば，ひび割れ幅の算

定は可能となると思われる。 

 本検討では，鉄筋と短繊維補強コンクリートのひび割

れ特性に関する検討を行ったが，コンクリートの収縮に

よる初期応力，鉄筋比を変化させた場合などの鉄筋とコ

ンクリートの付着特性に関する検討が不十分であるため，

今後十分な検討を行っていく必要があると考えている。 
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